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日本学童疎開史研究序説

逸見勝亮

An Introduction to the Study of GAKUDO-SOKAI 
(Evacuation of Schoolchildren)担Japan

Masaaki HEMMI 
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1. r関東防空演習を噛うJ一一序にかえて一一
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桐生悠々は f関東防空演習を強うJを著書いたために『信濃毎日新聞j主筆の地位を追われた。
分厚い f戦史叢著書 本土防空作戦J(防衛庁防衛研修所戦史室鋪，朝雲新開社， 1968年)が，わ

ずかに 4行 (21頁)をさいたのみの「関東防空演習Jについて怒々はこう書いた。
将来若し敵機を，帝都の空に迎えて，撃つようなことがあったならば，それこそ，人心阻喪

の結果，我は或は敵に対して和を求めるべく余儀なくされないだろうか。何ぜなら，是の時に

当り我機の総動員によって，数機を迎え撃つでも，一切の敵機を射落すこと能わず，その中の

二三のものは，自然に，我機の攻撃を免れて，帝都の上空に来り，爆弾を投下するだろうから

である。そしてこの討ち漏らされた敵機の爆弾投下こそは，木造家屋の多い東京市をして，一

挙に，焼土たらしめるだろうからである。しかも，こうした空襲は幾たびも繰り返される可能

性がある。

* 
だから，数機を関東の空に，帝都の空に，迎え撃つということは，我軍の敗北そのものであ

る。この危機以前において，我機は途中これを迎え撃って，これを射落すか，又はこれを撃退

しなければならない。(f信濃毎日新聞j1933年8.Fl11日，太田雅夫編『欄生悠々反軍論集』新

泉社， 1980年， 36-37貰)

この記事から11年の後，中国成都を基地とする B29爆撃機による北九州(八幡，小倉，若松，

戸熔，門需)空襲を皮切りに日本各地が米軍の空襲にさらされ，悠々の指摘が的を射たものであっ

たことはその後の歴史が証明した。

さて， r関東防空演習jの1年後に寧は f贈関東訪空演習記事j(東京警備司令部編， 1934年)
に演習の記録をまとめた。これを読むと妙なことに気付く。 3日間(8月9-11日)の訪空演習
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で空襲機はのベ71機ほどであり， 11次にわたる空襲で10日(昼間)第2次15機(艦上攻撃機)が

最高であり， 10日の夜間空襲は 2次にわたりのべ 3機という軽度である。これらの数字を実際の

米軍空襲と比較してその多寡を論じようというのではない。顎空関東訪空演習記事jは，この時

の仮想敵国ソ連邦の空箪は 4発大型爆撃機(塔載最 2t，航続距離2500km)80機を含む数百機

の空軍を極東に配し，海上航法・高々度爆撃・夜間;爆撃の習iI績を行なっており，彼らはわずかの

出撃で関東大震災を越える被害を与えることが可能だと言っており，奇襲もあり得る，と述べて

いる (3-4頁)。

このような危機感に対し「関東関空演習jの空襲想定は極めて過少であった。このことは演習

は悠々が殴った以上に無意味であったことを示している。というのも，敵機の投弾はおろか，機

影すら認めることもなしに防空演習の効果は挙がらないからである。当時既に f攻防演習ニ烹リ

テハ戦略戦術上ノ結果勢ヒ或地方ニ在リテハ全然彼飛行機ノ飛来ヲ見サルコトトナリ攻防演習ト

シテハ日ムラ得サル事ナカラ防護演習上ニハ遺J憾ナリト認メラレタリ而テ防護演習ヲ効果的ニ施

行スル為ニハ飛行機ノ飛来ハ必須ノモノニシテ機上ヨリノ模擬爆弾投下ニヨリテ団員ノ気勢ハ自

ラ昂リ演習ノ効果ハ期セスシテ之ヲ収メ得ルモノナリJ(神奈川県編『関東防空演習記録j1934年，
234頁)との指掃があり，防空演習でありながら最も基本的な要素である空襲を演出できなかっ

たという事態は明瞭である。陸海軍とも爆撃機の航続距離・塔載能力と空襲の規模を結びつけて

考えるだけのリアルな認識を持てないでいた。従って，迎撃機・対空砲火・索敵能力など軍備の

開題を検討した形跡はほとんどない。

ここでは，鴎民学校初等科児童(以後学童と略記する)疎開の前提であり，一環でもあった空

襲に対する備えとはこの程度であり， r関東防空演習Jは怒々が磁ったよりははるかに粗雑であっ
たことを確認できればよい。そしてそれが1933年という時点のものだけではなかったことが重要

なのである。

〈補註〉

眼軍関東防2主演習記事j は，主事・官衡の意見として「将来ノ帝都紡~ニ就テハ本演習ヲ契機トシテ紡

護団ノ訓練ヲ向上スルト共ニ市民訓練ヲ主義々実施シ，一方帝都ノ防空施設ヲ完備セサルヘカラス即チ多ク

ノ飛行場ヲ設ケ，旦夜間飛行設備ヲ為シテ多数ノ防空飛行機及高射能，聴音機，照、空燈，高射機関銃ヲ準

備スルヲ急務トスJ(219頁)と，迎撃体制の強化に言及している。しかし， 250頁を超す本書に箪備に触

れた箇所は他にない。

防空演習司の重点は次の項自の序列で知ることができる。

将来ノ帝都防空ニ関シ左ノ諸項ヲ一層向上スルヲ急務トス

イ 一般市民ニ対スル防窓知識ノ普及，徹底捜非常ニ処スル訓練

ロ 統制アル防護団ノ組織及図員ノ訓練

ハ 飛行機，高射砲等防空芝器材ノ設備

ニ 紡火，防護装霞ノ充実等 (219頁)

ハとニについてはこれ以上具体的な言及はない。それに対し「防空怠怒ノ普及徹底ハ今後ノ最大婆件ナ

リ是レニ依リ市民ノ防空ニ対スル確国タル信念ヲ培養スルニアラサレバ一戦有事ニ際シ真ノ紡空成リ難

シJ(219Jil:)と，民防空に関する言及は詳しい。

それは， r複雑至難ノ情況ニ立チテ独断事ヲ処寝シテ誤ラサjり警護班員は僅少であり，一般市民も「実
際ニ悲惨ノ状況ニ際シテ沈静ヲ保チ得ルヤ答ヤハ頗jレ疑シキ点ナリJ(234-235頁)と，民衆の動勢につ

いて不安と不信号E隠すことはできなかったからである。
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永井荷風も「妨2主演習望を見むとて銀座通の表裏いづこも人出おびどだてしく，夜郷青年国其偽弥次篤い

ずれもお祭騒ぎの景気なりJ(r断腸亭臼乗』第3巻， 1933年8月10日の条，岩波書底， 1980年， 228~) と，

;殴火管制下の8月10日の夜を観察していた。荷風が観たのは鞭車関策防空演習記事jによれば， r最初防
護団ヲ毘スルニ嚇笑，軽侮ノ娘ヲ以テシタル民衆ノ大部分ハ紡~演習ニ対シ大ニ関心ヲ持チ其ノ業務ヲ後

援シ団員ニ対スル感謝ノ戸起jレニ至レリ……然レトモ更ニ深ク之ヲ検討スルトキハ一般大衆ハ単ニ一時的

愛国感情ニ刺戟セラレタルノミニシテ，真ノ防空思想即チ防空防諜ノ業務カ一般市民自身及関家ノ大生命

ニ関スル重大問題ナルコトヲ自覚シ旦妨空ノ:科学的知識ヲ十分ニ現解スル域ニ達スルニハ今後幾多ノ演練

ヲ俊ツヘキナリJ(235頁)という状態となろう。荷風はもちろんごく限られた局商を観たのだが，局タトに

措いた身はかえってよく事態を観察し得た。

防~演習には軍事的意義はほとんどなく，対空監視・消火・治安など民防空活動へ民衆を動員し綴織化

することが，箪にとっては重要で、あった。

従来，学童疎開を論ずる際にはしばしば1944年 6月初日開議決定「学童疎開ノ促進ニ関スル件j

f学童疎開促進要網Jr帝都学童集団疎開実施要領Jを出発点としていた。(例えば，国立教育研
究所編『日本近代教育百年史』第1巻， 1974年， 598頁)

学童疎開体験者の田想記録もほぼ悶様である。(例えば，月光原小学校編『学童疎開の記録J

未来社， 1960年 9

f東京都戦災誌.1 (東京都編， 1953年)は，東京都独自の施策である縁故瞬間の推進 (1944年

3月) ・戦時疎開学園設置(同年5丹)から述べており，むしろ例外的である。

6月308臨議決定は，全国で約46万人，東京都だけで20万人に達した学童の集団疎開へ道を開

いた重要な決定であり，体験として記録された学童疎開は集団疎開体験者によっているから，上

記のような状況があっても不思議ではない。

学童疎開の出発点を 6月30日閣議決定とする常識を形成するうえで，研究者の仕事と体験記録

とはお互いに補ないあう関係にあった。学薫正束開の体験は事実1944年の夏に実にあわただしく始

まったのであり，あたかも降って湧いたかの如くに記憶され語られていることの意味もまた解か

なければならない。

〈補註〉

山中恨の「少国民シリーズjがひとり光彩を放っているのに対し，学童疎開に関する研究者の仕事は皆

無と断言しても誤りではない。体験者の記録も多いとは怒えない。

鈴木英夫が「我々疎開体験者の真情を代弁するに格好な発言J(r学意疎開とは何だったのかH農民文学j
第162号， 1977年7月， 55頁)として， r学童疎開の体験記録のむずかしさは，体験者の年齢が若く，真実
を諮ろうとすればするほど，自分も他人も傷つけることになるからだJ(樋口恵子「芸書き残そう学業疎開

の記録Jr毎B新聞J1974年9月2臼)という震を引いているのも故ないことではなし、。にもかかわらず，
教師や父母の側からでなく「当時『無告の民jであった学童の側からの記録が大量に出る必要があるJと

いう竹内好の指摘 (r戦争体験論雑感Jr竹内好全集』第8巻， 1980年， 220-221頁)が，依然重要である。

この研究は，必ずしも明確な形成過程をたどったとはいえない人口疎開政策の展開を軸に，そ

の一環として桔対的にではあるが，組織的な疎開政策が学校教育の局面で学童疎開として呉体化

する過程の素捕を試みるものである。
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2. r避難スルハ…我国防空ノ敗北J
一一-w国民間空指導ニ関スル指針jとf妨空法J一一回

いわゆる民防空体制の矯矢とされる「訪空法J(1937年4月5日公布，これを便宜上「第一次

肪空法jと呼び， 1941年改正「防空法jを「第二次防空法J，1943年改正「防空法jを「第三次
防空法jと呼ぷ)の第l条に「避難jの文字を見出せる。しかし，ここでの「避難Jの意味は，

地方長官が防空の必要上設備・資材を整備・供用させることができる (r第一次防空法j第5条)

範歯を定めた「訪空法施行令J(1937年10月1日施行)第3条第3項が「劇場，診療所，百貨底，

地下ニ敷設シタル鉄道又ハ軌道，地下室ヲ有スル建築物ノ類ニ付テハ防毒，避難又ハ救護ニ関シ

必要ナルモノjと規定していることからも解るように，空襲時の緊急避難を指していた。後の人

口疎開一一むろん実態からみればあらゆる疎開は避難としてしか実現しなかったのだがーーとは

異なっていたのである。この時は，空襲に備えてあらかじめ密集した都市人口を分散しておく人

口疎開の構想は政府部内にはまだ存悲していなかった。

避難という表現を用いながらも人口疎開に関する最も早い雷及は管見の限り，陸態省・参謀本

部第…部第三課『国民防空指導ニ関スル指針J(1940年)である。「避難jの項目を以下に掲げる。

1~襲ヲ恐レ都市ヲ放棄シテ避難スルハ都市ノ壊滅，我国防空ノ敗北ニシテ依然之ヲ認メサル

所ナリ

我郷土，我匿土ハ全国民挙ツテ自ラ之ヲ防衛スヘキモノトス

然ルニ喰単ニ外閤流ヲ模倣シ避難輸送，避難先ノ整備等ニ関スル研究検討スラ之ヲ行フコト

ナク避難ヲ高唱スjレモノアルハ我臨防空ノ特異性ヲ認識セサルモノニシテ不可ナリ

避難ヲ認メス全国民悉ク戦士タルノ覚悟ヲ強讃スルモ島且一部国民ノ避難スルハ我国民性ノ

現状ヨリスレハ之カ推測ハ難カラス況ンヤ平時避難ヲ認メ之ヲ高謂スルニ於テハ避難続出収

拾困難ニ描ルヘシ故ニ風雲急ナルニ臨ミ始メテ老幼，病者，一部ノ婦女子ノミニ避難ヲ認可

スルノ腹案ヲ有シ一般的ニハ此ノ類避難ハ之ヲ認メス

2現ニ空襲ノ惨禍発生シ危検身ニ切迫セル為一時附近安全ナル場所ニ避難シ以テ無益ノ損傷ヲ

避クルハ当然ニシテ此ノ穣避難ノ計画，訓練，施設等ハ遺憾ナキヲ期スルヲ要ス (20-21貰)

f調民防空指導ニ関スjレ指針jは，防空対策の立避れを打破するために作成したとの回想(難

波三十四 f戦前の防空j1958年11月，手稿，防衛庁防衛研究所蔵)にもあるように，空襲判断
一一米英についても鷺及はあるけれど，とりわけソ連邦空軍震による空襲の危険性一ーを示すこと

に重点があった。けれどもこの文書から今はとりあえず，避難が後の人口疎開の意味でも用いら

れていることを確認できればよい。そして問時に，陸主容は空襲を避けるために都市から移動する

ことを認めようとしていないこと， r全調民挙ツテ自ラj訪空戦に従うのが「我閤訪空ノ特異性j
だとしながら言いようのない民衆不信を露骨に表出していること， r老幼，病者，一部ノ婦女子j
に隈定した事前の避難1 人口謀関を「腹案jとして用意していたことなどが知れる。陸軍は，空

襲を蒙る危険は確実であると判断していながら，人口疎開について極めて消極的であった。以後

接軍の基本姿勢は変化しなかったし，人口疎開の対象は常に f老幼，病者，一部の婦女子jをめ

ぐって議論されることとなった。

1941年11月18尽，第77回帝思議会は「防空法jの改正を決定した。「第ニ次訪空法jは11月25
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臼公布， 12月20日施行された。

f第二次防空法Jは， r主務大臣ハ肪空上必要アルトキハ命令ノ定ムル所ニ依リ空襲ニ国ル危
害ヲ著シク増大スルノ虞アル建築物(工事中ノモノヲ合ム)ノ除却，改築其ノ他肪空上必要ナル

措置ヲ命ズルコトヲ得J(第五条ノ凶，題点は逸見)，防空空地を設けるために建築物の「除却，
改築其ノ他Jを命ずることができる(第五条ノ五・六)， r物件ノ管理者，又ハ所有者ニ対シ其ノ
物件ノ移動ヲ命ズルコトヲ得J(第五条ノ七)と，人口移動を伴なうはずの建築物の取毅し，移

転を命じ得る条文を新設した。ところが，生ずるであろう人口移動を保障する規定は， r肪空法
施行令Jr防空法施行規則Jにも見当らない。
〈補註〉

「第二次防空法j第五条ノ自は，閣議論議案では「主務大陸ハ防2史上工場其ノ他特殊建築物ノ分散疎開

ヲ図ル為必要アルトキハ其ノ建築ヲ禁止又ハ制限スル区域ヲ指定スルコトjとなっていたものが，法制局

の修正を経て隠議では「除去PJという搭震を明記した成案のように改められた(r紡空法改正案律案Jr公
文類緊』第65編巻108)。

「第ニ次防空法Jはむしろ「主務大臣ハ前空上必要アルトキハ勅令ノ定ムjレ所ニ依リ一定ノ底
域内ニ居住スル者ニ対シ期間ヲ眼リ其ノ臨域ヨリノ退去ヲ禁止又ハ制眼スルコトヲ得J(第八条

ノ三)と，人口移動を禁止・制限した。関議請議案では「一定ノ思域内ニ麗住スル者ハ勅令ノ定

ムル者ヲ除クノ外防空ノ実施ニ際シ航空機ノ来襲ニ因ル危害ヲ避クル為予メ其ノ区域ヨリ退去ス

ルコトヲ得ズJ(r公文類衆j第65編巻108，関点は逸見)とあり，この条文設定の意味は明確で
ある。政府・軍からみて最も可能性が高く，また彼らの建前からみであってはならないことを条

文に盛り込むことをはばかったうえでの法制局修正・関議決定となったのである。

人口移動の禁止・制眼する理由を，内務次官湯漂三千男は以下のように，燈火管制と“バケツ

リレー"が象徴する防空活動に従事する義務を前面に出すことによって「事前の待避jを封じる

ための説明を行なった。

我ガ、国ノ現状ニ於キマシテハ，自衛防空ハ国民防空ノ根幹ヲ為スモノデアルコトハ多言ヲ要

シナイト思フノデアリマス，鶴テ重要都市ノ居住者デアツテ，防空ニ従事シ得ル者ハ空襲ノ危

ヲ避ケル為メ，事前ニ其ノ都市ヨリ退去スルコトナク，止ツテ防空ニ従事セネパナリマセヌ，

文焼夷弾ノ落下等ニ依jレ火災ノ危険ノ発生シタ場合ニ於テハ，一般国民ハ自家応急防火ヲナシ，

又其現場附近ニアル者ハ其ノ応急防火ニ協力セネパナリマセヌ，是等ノ必要上事前退去ヲ禁止

制按シ得ルコトトシ，文自家応急防火及ピ其ノ協力ノ義務ヲ明カニシタノデアリマス

(r(喜七十七官選議議)妨空法中改正法律案委員会議録j第2回， 1941年11月19日， 3 -4頁)

また，別に藤間長敏内務省関空局長は第八条ノ三は「老幼デ防空活動ノ出来ナイヤウナ者ハ…

除外側トシテ退去ヲ認メヨウト云フ趣旨Jであり，防空活動の足手まといを強制ではなく縁故に

よってあらかじめ都市から移動するのを禁ずるものではないと述べた(前掲会議録，第3回，

1941年11月20日， 27頁)。このことは， r第二次訪空法j制定に伴なう「防空法施行規則」の改正
(勅令第1135号， 1941年12月20日施行)により第七条ノ二に，退去の禁止・制限除外例として以

下のように掲げられた。

国民学校(之ニ準ズベキ学校ヲ合ム)初等科先輩又ハ年齢七年未満ノ者

一妊婦，産婦又は袴婦
年齢六十五年ヲ超ユル者，傷病者文ハ不呉廃疾者ニシテ防空ノ実施ニ従事スルコト能ハザ
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jレ者

間(路)

これは， r国民訪空指導ニ関スル指針jにあった「腹案Jそのものである。「第二次防空法」の準
備過穫は詳らかにし得ないし，帝国議会の質疑応答でも睦寧は軍事情勢に限定して発言しており，

軍の関与を知ることはできないが， r第二次防空法」のごく眼定的な人口疎開が『国民防空指導
ニ関スル指針jを踏襲していることは内容上明確である。

〈祷註〉

「第ニ次防空法」のもうひとつの注目すべき改正点は罰則規定の強化である。

「第一次防空法」は，震防・歯科医師・看護婦など「特殊技能ヲ有スル者jを紡議・救護活動に従事す

るよう命ずることができた(第六条)。これに従わなかった者には3日以下の懲役または100円以下の罰金

を課することになっていた(第十八条)。また，燈火管制(第八条)に違反した場合は300円以下の罰金・

拘留・科料を課すことになっていた(第十九条)。

「第二次防空法」は，毒事行・脅迫・威力・偽計によって紡空業務を妨害した者には2年以上の懲役また

は2000円以下の罰金を課すこととなった(第十八条)。 底締等で命令に従わなかった者・燈火管制違反者

には1年以下または1000円以下の罰金(第十九条)，防火改修工事・土地の収用の拒否・妨害・忌避者に

は6月以下の懲役または500円以下の部金(第十九条ノニ)，消火活動に従事しなかった者には500円以下

の劉金(第十九条ノ三)を課すこととなった。

帝閣議会では「新シイ禁止，制限又ハ命令等ノ規定ガ栴当追加セラレマシタノデ，防空ノ実施ヲ確実ニ

致シマスル必婆j二，罰則jヲ整備致シタJ(湯湾内務次官の説明，高官掲会議録 4真)と，緩めて簡単な説

明で諮問に触れた質疑はなかったが，規定は詳細をきわめ，罰則の重さはIB法とは比較にならない。

罰則規定がどう適汚されたか不明である。あくまでも自発的に行なわれる防空活動でなければならな

かったから，適用の例はないのかもしれない。しかし，今とりあえず手許の資料によれば， 1945年7月14・

15日米海軍による室蘭への艦砲射撃の擦の， r防空壕lこ入ろうとしたところ，警官にこんなことぐらいで
どうすると，サーベルで況をたたかれたJr…壕に入ったのですが，そこへ警官が来て，子ども一人ぐら
いなら，その予を預けて家へ戻って消火活動に当らなければだめだとうるさく言われたのでシ…防空頭巾

をかぶりバケツを持って，家へ戻りましたJ(築関地方史研究会 r1t菌草地方史研究j10， 1975年12月， 111 
頁)といった回想が示す事実は，警察官の日常的対応というよりは上記罰則規定の存在を念頭においた方

がよく説明できるかもしれない。

f内務省史』第3巻(大震会， 1971年)は「妨~行政J Iこ1重量をさきながら，罰刻規定に触れていないo

f日本防空史j(浄法寺朝美，原審爵， 1981年)も同様である。

3. r較出ハ勧奨ニ依ルJ一一人口謀関構想…一
ドゥリットル空襲(1942年 4月18日)の直後，田中新一睦箪参謀本部第一部長は「住民及び生

産施設の疎開，分散の具体化に着手すべき時であるJ(r参謀本部第一部長田中新一中将メモj前
掲 f戦史叢警 本土防空作戦j127頁より重ヲ1)と述べたが， 1942年 5丹5日臨海軍両省が決定

した「昭和十七年度訪空計画策定上ノ基準」は，ごく小規模の空襲を想定し，疎開については f空

襲判断ヨリシテ未ダ退去ヲ実施セシムルノ要ヲ認メズJ(r同上j132-133貰， 148真)というも
ので，疎開推進の主張はごく眠られた範囲にとどまったかの如くである。

疎開政策従って人口疎開がある程度具体的な姿を現わしたのは， 1943年 9月21日閣議決定「現
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情勢下ニ於ケル国勢運営要綱jの「臨内態勢強化方策Jにおいてである。その「四，国内防衛態
勢Jは以下のとおりである。

(イ) (略)

(叫(略)

判手持都及重要都市ノ防衛ヲ全クスル為ニ之等ノ都市ニ於ケル官庁工場，家屋等ニ対シ必要ナ

ル整理ヲ行フ。之ガ為官庁ハ率先シテ措置ヲ講ズ。

縮問ハ別紙ノ知シ。(別紙略)

公共団体，各種外郎団体，各種統制機関，統制会社等ハ官庁ニ準ジ，所要ノ整理ヲ行フモ

ノトス。

(ニ)前号ニ関聯シ，速ニ官庁其ノ他機構設ニ人員ノ地方分散ノ総合的計画ヲ樹立実行ス。

制民間ノ企業整備ヲ促進シ，宮庁ノ整理ニ準ジテ，帝都及重要都市ニ於ケル家屋届舗ノ整理

ヲ行フ。

(r帝都及重要都市ニ於ケル工場家屋等ノ疎開及人員ノ地方転出ニ関スル件J添付， r公文類緊』
第67編巻121)

ここで初めて「人員ノ地方分散ノ総合的計画ヲ樹立実行スjと，人口疎開の計画的実施の必要

性が唱えられた。しかし，官庁・工場・家農・庖舗等の整理即ち疎開に伴って必然化する人口移

動=疎開に対する備えについては依然一切窓及がない。それなしに宮庁等の疎開が進むはずもな

し1。

ほどなく 10月15日の閣議は， r帝都及重要都市ニ於ケル工場家屋等ノ疎開及人員ノ地方転出ニ
関スルイキJを決定した。閣議講議案は内務省罫紙 (20行，タイプ)であり，欄外に「主任者 防

空局友末企画課長Jと内務省防空局が準備したことは判明するが，請議(14臼)までの経緯は不
明である。この決定の人口疎開に関する事項の要点は以下のとおりである。

1.京浜・阪神・名古屋・九州の重要都市からの f人員ノ地方転出ハ原則トシテ勧奨ニ依jレJ
こととする。

2. r転出Jは「家族主義ノ精神Jtこ惇らないこと。
3. r転出j先の住居を斡旋する。家屋の増新築を認めない。
4. r転出jは輸送事憶を考慮し， r逐次j実施する。
(前掲『公文類繁.1)

10月15日閣議決定は，疎開対象地域を特定し，その後も原則だと政府が繰り返し言明した「勧

奨jによる人口疎開を打ち出した。疎開先の諸条件は住居の斡旋桂度以上に具体化しない限り「勧

奨」と雷わざるを得なかった。「家族主義」の強調も，政府の費任を免れる縁故による疎開の推

進と関連していた。

また， r勧奨jにはこれも政府が繰り返し言明した，人口疎開は f強制ではないjという合意
があった。勝利の見通しのもとで本土空襲は避け難いことと疎開の必要性を説くことは不可能で

あった。「第二次訪空法j制定当時，第八条ノ三にかかわって「防空活動ニ当 1)得ナイヤウナ人

ヲ強制的ニ退去セシメルヤウナ考ヘ方デ此ノ条文ガ出来上ツテ居リマセヌJr集担的ニ強制的ニ
退去セシメルト…精神的ニ非常ニ影響ガアツテ却テ防空精神ト申シマスカ，其ノ方商ニ悪イ影響

ガアルJ(藤間長敏内務省関空局長の答弁，前掲会議録，第三回， 27頁)と，人口疎開を強制措

寵とすれば欝民の戦争意欲低下に連なるとの判断を既に示していた。
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人口疎開が必要だとしながら具体化しにくい状況は.10丹25臼次官会議決定「重要都市人口疎

開ニ対スル当面ノ啓発宣伝方針jにおいて一層明瞭である。全文を以下に掲げる。

一.方針

致府ノ人口疎開政策ノ具体的決定ニ宝ル迄当分在意ノ人口疎開ヲ誘導スルモノトス

二.要領

(→人口疎開ハ全国ノ戦関配備ニ資スルモノナルヲ指擁シ戦争遂行上重要都市ニ居住スルヲ要

セサル者ハ任意二重要都市ヨ 1)地方ニ転住シ以テ重要都市防衛態勢強化ニ貢献スベキモノ

ナルヲ感知セシム

口転住者ノi縁戚知友ハ住宅ノ提供職業ノ斡旋其ノ他ニ関シ便宜ヲ供与スヘキコトヲ奨励スル

ト共ニ転住者ハ地方ニ於テ進ンデ自己ニ適スル業務ニ従事シ以テ戦力増強ニ貢献スベキコ

トヲ強謂ス

日交戦各盟ニ於ケル人口疎開ノ実情ヲ紹介ス

四政府ノ人口疎開政策ノ具体的内容ハ正式決定ヲ見ル造ハ一切之ニ触レザ、jレモノトス

(鼓略)

( r昭和十八年公文雑纂』巻5) 

この次官会議決定には幾つかの特徴がある。

(1)管見の限り，政府・軍の公文書で空襲に備えた人口移動・転出に軍事用語である疎開を充て

たのは，この決定が最初である。人口疎開は，避難すなわち「我思防空ノ敗北J(r関民防空指導
ニ関スル指針j)ではなく.r全国ノ戦闘配備ニ資スルモノjであるという説明とよく符合してい
た。軍事情勢の逼迫を悟られることなく，しかも人口移動・転出を促すという「啓発宣伝Jに効

果をもたらすために軍事用語を充てたのである。

(2)i差前のように対象を老幼婦女子に限定しない一般的人口疎開を構想した。

(3)政府の人口疎開政策が「具体的決定ニ至ル迄」は「任意ノ人口疎開ヲ誘導スjレJと， r勧奨J
の域を超えた何らかの強制的措置を構想していたかのようである。また，人口疎開は都市住民の

自発的意志によっているかのごとく宣伝・組織され，外層の人口疎開の紹介は「誘導Jの好材料

となるはずであった。

(4)練関者への住居の提供・職業紹介は「縁戚知友」がなすべきこととされ， 10月15日関議決定

が住居の斡旋をうたっていたのとは異なっている。人口疎開の受入先で生ずる諸問題は， r家族
主義jの範囲で解決すべきだという点を一層強く主張している。このことと「任意ノ人口謀関J

とが対応している。

ところで，次官会議が最後に述べていた「政府ノ人口疎開政策ノ具体的内容jとは何であろう

か。おそらく10月26Bに帝国議会に上呈された「防空法Jの改正 (r第三次防空法J)案が， r異
体的内容」のひとつであろう。法案は10丹22B閣議へ講議， 23臼に盟議決定をみた (r訪空法中
改正法律案J講議案『公文類緊j第67編巻96)。
講議案に添付した f防空法中改正法律案要綱jには r(一八.-0.一三決)Jとあったから，
「防空法Jの改正は10月15臼閣議決定とほぼ同時に準備されていたことになる。
「第三次訪空法J(10月31日公布)の人口疎開にかかわる|毘法との大きな違いは以下の点である。
(1)目的規定(第一条)に「監視，通信，警報，燈火管制，分散疎開，転換，偽装，消訪，防火，

防弾，防毒，避難，救護，防疫，非常用物資ノ配給，応急復IBJと，民防空の範聞を拡大し分散
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疎開も明記した。

(2) r一定の思域内ニ居住スル者ニ対シ期間ヲ限リ其ノ区域ヨリノ退去ヲ禁止若ハ制限シ又ハ退
去ヲ命ズJレコトヲ得J(第八条ノ三，間点部分を改正)と， I日法がむしろ事前の避難を禁止する

ための条文であったのに，強制的に人口疎開を命ずることができるという全く別な性格を備えた

ものとなった。

もっとも，帝国議会では「一定区域内ノ若幼病者等ノ要保護者其ノ他ニ対シマシテ，退去ヲ命

ジ得jレJ(安藤紀三邸内務大臣，W(雲八十三T闘謹高)防空法中改正法律案委員会議録J第2匝， 1943年
10月28日， 3真)， r其ノ範毘ハ吏ニドウカト云フコトニナリマスjレト，マダ研究中デゴザイマス，
要ハ足手緩ヒトナルヤウナ者二一時出テ貰フ，王子タク$セパ斯フ去フ心持テゃ居ル訳デアリマスJ

(上回誠一内務省防空局長，同上， 22真)という説明に終始し，政府・内務省はその範囲がごく

限定的なものであることを強調したのである。

また， r只今考へテ居リマスル行キ方ハ，先ツ建築物ノ謀関カラ着手ヲ致シマシテ，ソレニ依
ツテ生ズル人口ノ疎開ヲ之ニ伴ハセテ行クJと，一般的人口陳聞ではなく建物疎開に付随した人
口疎開に限定し，東京都で計闘しているその規模も数千戸，人口で数万であると言明した(上司

防空局長，向上， 10頁)。

これらの説明は，単に「色々ト国民ノ中ニ誤解ヲ持チ，或ハ疑念ヲ持ツ人ガ、アツテ人心ヲ不安

ニ陥レルコトガアツテハナラヌJ(江口繁の質問，向上， 22頁)という質問への対応という意味

だけでなく，関空地帯を設けるための建物疎開に付髄した人口疎開と，消火活動の足手まといを

遠ざけておくという，政府の人口疎開政策の基本路線を示したものでもあった。

(3)第八条ノ三の退去命令の発動による疎開者に対し支給すべき移転費を新設した(第十二条ノ

一、。これはむろん強制人口錬開に対応した措置である。

「第三次妨空法jに基く改正「防空法施行令J(勅令第21号， 1944年 1sJ 9臼公布)は，その
第七条ノこではi日法を改めることなく退去禁止・制限の例外として「老幼病者Jを掲げたが，第

七条ノ三に「特ニ防空ノ実施ニ従事セシムルノ要アル者以外ノ者二対シ情況ニ応ジ退去ヲ命ズル

コトヲ得Jと内務大臣の権限を明記し，一般的人口練開へ踏み込んだのである。しかし， r第三
次防空法J第八条ノ三， r防空法施行令j第七条ノ二に基く強制疎開命令が実際に発動したとい
う事実を今のところ見出すことはできない。

にもかかわらず，そして「勧奨Jr任意jと雷いながら，新開報道は1943年夏以降強制人口疎
開を強調していた。例えば f朝日新聞J(1943年9月248，夕刊，縮崩版，以下向じ)は「圏内

態勢強化方策J(9月21日閣議決定)に触れながら， r圏内防衛態勢完備に人口練開を徹底jと見
出しを掲げ， r戦局の推移よりみて人口疎散等を実行する場合には強権の発動もやむを得ない」
と「第二次拐空法J改正の必要を報じている。

10月16日付同紙は「人家にも疎開命令Jと「第三次防空法j案の閣議決定を報じ，隠日夕刊も
「強制疎開を準備Jr民関の人口疎開を断行するために坊空法の内容を飛躍的に強化せんとする
ものであるJと報じた。帝国議会に上呈された27臼の悶紙は「強権で人口陳関jと報じ， r第三
次防空法jに関する報道はほぼ正確であった。一方， r強権発動によって，びしびし急速に対空
都市要塞を築くのであるが，その綾念、)1展序については……無茶を避けて強権法規は出来る根り用

ひず，行政措置によって円滑に運ぶJ(W朝日新聞j10月27日)との，見出しが繰り返す「強制疎
開jとはそぐわない，強制人口疎開はあたかも条文上にとどまるが如き報道もあった。
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また， r啓発主主イ云方針JIこ従うまでもなくハンブjレグ・ベルリン空襲の事実は， r(英関空軍は
ベルリンに対し)高性能爆弾ならびに焼夷弾を投下した。独軍戦闘部隊および多数の高射砲陣地

は一斉に行動を龍し敵機の爆撃を姐止したJn朝日新簡j11月初日，鴎点は逸見)といった調子
で伝えられた。

『法令全審』ゃ『官報』で法律を見る人はまずいるはずもないが，上述の如き報道下で人々は

空襲の可能性と人口疎開の必要性をどう把えたであろうか。

〈補註〉

当時の新潟を通覧すれば事実は知らされていたと言わざるを得ない。例えばハンプルグ空襲については，

空襲の規模・爆弾の種類・夜間空襲・被害警状況等について11段抜きで報じられているは朝日新開J1943 

年9.Fl27臼)。しかし，知らされていたことは知っていたことと直接結びつかないことが多い。

さて，試みに手許にある日記類に人口疎開の記述を探してみる。

。徳川夢声 この時期『太平洋戦争日記』 に人口疎開について記すところがない。

。iE木ひろし f沼和十八年八月十三・悶悶の帝都の新聞は，一斉に都民の人口錬関を提鳴している。

防空方針の大変革である。この日以前に疎散問題を口にする者があったら，人心を惑わす者として豚箱の

御厄介になっていたかもしれない。……今に至って人口の大量的疎散が可能であろうか。……準備不徹底・

無方針のそしりを免れない。J(r近きよりJ第7巻第8号， r近きよりJ5.旺文社文庫版， 1979年， 34頁)
。野j二瀬生子 「今朝とどけて来た新聞を見ると……人口線散の問題も実行に移されるらしい。私が三

四年前から去ってゐた事がやっと行はれようとする。それも組織なしで，掲に会はせのやり方で。多分。」

(1943年9月24日の条， r野上空襲主主子全集(第査期)J第8巻，宕波書活， 1987年， 124頁)
。永井荷風 「疎開ト云フ新諮流行ス民家取携ノつナリJ(1943年12月31臼の条〔欄外朱書)， r断勝亭
日乗.1 5，岩波警活， 1981年， 419J{) (機外朱書〕とは編集者の註である。荷風にとって朱書すべき事態

であったろう。

また別に「来る十月中には米国飛行機必来襲すべしとの風説あり。上野問屋の停車場は尚三日この方避

難の人達にて俄に雑速し初めたりと云J(9月28日の条，向上， 386J{)とも記録しており，これは f十月

は空襲必至といふことで，東京では防空訓練に狂奔してゐるそうだJ(1943年9.Fl24臼の条， r古川ロッパ
昭和日記』戦中編，品文字土， 1987年， 474頁)という縁破が耳にし，警きとめた風鶴ともある程度符合し

ている。

荷風は， r朝鮮海峡また津軽海峡にで日本運送船撃沈せられり由J(10月98の条，向上， 390頁)とも
記録しており，荷風周辺の都市住民のざわめきが聴こえてくるようである。

空襲・人口線開が必至という情報のもとで人々はいったいどうしようとしたであろうか。荷風は f余が

友人中には田舎に行くがよしと勧告するものあり。著書及び草稿だけにても出会A 送りたまへと言ふもあ

り。生きてゐたりと前自くなき関なれば焼死するもよしとは言ひながら，また生きのびて武断政府の末絡

を目撃するも一興ならむ，さまざま怠ひわづらひ未去留を決すること能はざるなりJ( 9.Fl28日の条，向上，

386J{)と，空襲の予想と敗戦への兇過しをもちながらもなお燭踏している。この持荷風散人65歳。

o 伊藤整 「防空法は，改正され，疎頴を主にして， -)欝強力なものとなったようだ…その中に『一定

の区域を指定し，その夜域内に居住する者に対し，転居又は退去を命じ得るjという須包があり・H ・ぃ

ぎという場合には，危険な区域をさ去っぽにしてしまうような処震もするにちがいないJ(10月27日の条， r太
平洋戦争日記ω1.1，新潮社， 1983年， 146J{)と，防空法改正に注意を払っていた。伊藤整は，不安・危機
感とそれらを先送りした結果生まれた多少楽観的な判断との関を揺れ動いていた。

伊藤整が示した，人口線衡のどうにでも受けとめることができる報道と疎賂の決断との距離は，一般的
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な都市住民の対応に最も近いように恩われる。以降，作家は自身と家族の健康，食糧，家計の不安の記録

の閣に疎開について頻繁に霞きとめている。

4. r都市練開実施要綱Jと人口藤関政策の膿開
12月218，閣議は 9月21日関議決定「現情勢下ニ於ケル国政運営要綱」をふまえて「帝都其ノ

他ノ重要都市ニ付キ強力ナjレ防空都市ヲ構成スル知ク人員・施設及建築物ノ疎開ヲ実施スjと「都

市疎開実施要綱Jを決定した。

閣議決定の人口疎開にかかわる要点は以下のとおり。

(1)疎開区域を，東京都区部，横浜・)11崎・大阪・神戸・尼崎・名古屋・門司・小倉・戸嬬・若

松・八幡各市と定めた。

(2)人口疎開の対象者は，疎開区域内にあって①建築物・施設の疎開に伴う者，②疎開広域外に

職場を有する者，③企業整備による転廃業者，④その他疎開区域内に居住の要少い者とする。

(3)人口疎捕は「勧奨Jによる。その目標は時期及び情勢によって定める。疎開は世帯単位で家
族主義の精神で行なう。

(4)移転奨励金を低所得者，入営・応召箪人・被徴用者の遺家族に交付する。

(5)移転先の住居は各自縁故者に求め，家屋提供を慾殺し届銭の住宅化を実施する。

(6)移転先における再就職を斡旋し，転入学の特別取扱などを措置する。

( r公文類緊i第67縞巻121)
翌日の各紙は「要綱Jを掲げ「陳関の実施方針決る」と報じた。防空総本部長官・内務大毘安
藤寅三郎は談話を発表し， r疎開目的は帝都及重要都市に付防空都市を完成すると共に一億圏民
の戦翻配震に遺憾なからしめんとするにある o …これ(疎開)は単なる都市よりの退避，家屋の

取顕しではないのであってこれに依って戦時生産の中枢たる都市の肪衛を完壁ならしむると問時

に地方に疎開したる者をしてそれぞれの転出先において軍需生産，食糧増産等に選進せしめんと

穣極性を有つものであるjと述べ，見出しも「単なる退散に非ずjとあった(r朝日新開j1943 
年12月22臼)。

この欝議決定では，都市疎開とは殆んど人口疎開を意味していること，人口疎開は依然として

「勧奨jによって推進すること，それとの対応で受入体制就中住居は繰故に依ることとし，巣す

べき政府の責任は明記されていない、という諸点に特徴があった。

新聞報道も人口疎開に力点をおき，しかも閣議決定にある「疎開ノ勧奨ニ当リテハ綜合戦力増

強ノ為ニスル国民ノ戦時配備ニ穣櫨的ニ寄与スル所以ナjレコトヲ徹底セシム」を受けたものであ

ることは改めて指摘するまでもない。

新聞報道と閉じ12月22日， r週報J第375号は全体の 3分の lに相当する21頁をさいて，あらか
じめ用意していた12月21日開議決定に沿った「都市疎開問答」を載せた。これは『週報』が載せ

た最初の疎開に関する記事であった。内閣情報局は，人口疎開について f改正防空法で一定毘域

外への転農を命じ得る規定が設けられたのですが，しかし，各般の事情を考慮して人員の疎開に

ついては，国民の協力に倹つことが一番適当だという観点から勧奨によってやるといふ建前でゐ

ますJ(6 ~ 7頁)と，新開が繰り返してきた強制人口疎開を打ち消すかの如く「勧奨jによる

人口蝶開を強調した。

政府は f防空法Jの罰賠規定以外はその意図を国民に知らせていた。ただ，かきたてた不安を
戦意昂揚に結びつけ，しかも人口疎開を政府の賓任を明確にせずに推進するという虫の好い，不
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可能なことを構想していたに過ぎない。

強制ではなく f勧奨jによるとの政府の度々の議明は，また別に繰り返された「敵の反攻はい

よいよ本格化し各所に深刻苛烈なる戦闘が惹起されてゐるJが， r既得のわが全般の戦略態勢は
厳として確保し，わが第一線の将兵はいよいよ濃刺たる英気をもって随所に敵の反攻を迎へてそ

の人的物的戦力の撃砕を図り，一意戦争目的完遂に遁進しつ〉あるJ(控室事大臣東条英機の帝国

議会における演説に関する記事， r朝日新国JI1943年12月27日，夕刊)といった類の偽縞的宣伝
によって増幅され，人口疎開は抑制され，政府によっても，国民の聞においてもいっこうに具体

化しなかったのである。

5. r勧奨jによる人口疎開政策の具体化
「勧奨Jはきわめて姑息な演出と功妙な手段による組織化を伴なって行なわれた。
演出とは例えばこんなことである。『朝日新聞jは f疎開の希望者激増Jr疎開相談が殺到Jと，
f勧奨Jtこ応えた希望者が多数いることを強調した(1944年 1丹8El，夕刊)。また 1月19E1
付i湾紙は「可愛い疎開の尖兵Jと，東京都長官大連茂雄の娘ニ人が大連の故郷島根県浜田市へ縁

故疎開した記事を写真入で載せており， r老幼婦女子Jを「都会から疎開させるのに杷菱重を抱い
て遼巡してゐる都会人には大きな示唆を与へるだろうJと説明があった。都長官が「都市の疎開

へ率先垂範Jというわけである。

また， r勧奨Jは行政組織を活用した住民の組織化として具体化が鴎られたのであり， r自発的J
というのは単なる宣伝文句に過ぎない。

向島区役所は， r匿内人口調密地帯蝶関を迅速にする為Jに2月4臼「向島区疎開協力会Jを
結成した。協力会は会長は区長，都議会議長・聯合町内会長を副会長とし，各町会長.l8:議・区

役所疎開事業所・警察署等によって構成され， r連絡協力して疎開の完壌を期すjことになって
いた(r都政週報』第31号， 1944年 2月初日， 13頁)。悶誌は，神田思疎開協議会開催・王子区町
会疎開協力委員会結成を報じており，この種の組織は栢当広範に結成されたと思われる。

一方，必ずしも全容は明らかではないが， r勧奨jとはいいながら人口疎開は町内会を通じて
組織された。例えば「一月の東京都常会徹底事項J(r都政週報』第2M手， 1944年 1月1日 2-
3頁)の第三項は「空襲に備ヘて議ちに身を以て疎開を実施いたしましょうjであった。それは

「空襲は必至の状態にあります。疎開は敵の富爆に対する都民の戦罷です。……都の広域内に住

む必要のない人は疎開方針に協力し進んで転出致しませう。聴聞する人達に対しては種々な便宜

が与へられますJと呼びかけていたが，肝賢なことは「隣組に徹底し充分な成果を挙げるJこと

にあった。「時局認識と相互教化のための寄合いであり，上意下達の貫徹をはかるために仕組ま

れた装置J(秋元律部『戦争と民衆 太平洋戦争下の都市生活』学陽書房， 1974年，関東)r関空
活動の単位J(同上， 208貰)である町内会・隣組を政府が利用しないはずがなかった。
『朝日新聞j(1944年 1月23臼)は「出来る眼りは自発的に住居の新しい戦闘配置につかなく

てはJと，釘内会に疎開協力部を設け，回覧板を十数回も廻して疎開対象623世帯に働きかけた

結果， 23日には町内会主催の送別会を行なう城東豆大島町の町会の活動を報じていた。疎開命令

は前年11月12臼に発せられたとあり，その関強制と「自発的j蝶関口「勧奨Jの闘を埋めるべく

町内会が「相互教化Jr上意下達jの役割を担ったのである。
ところで，人口陳聞は「家族主義ノ精神Jに基づくべきだとは事あるごとに強調され， r家族
主義ノ精神Jは f人員の練開は世帯単位の疎開が原期J(r勝ぬく生活手帳Jr都政選報j第25号，
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1944年l月15臼， 16頁)とすることで貫徹するはずだから， r可愛い疎開の尖兵」云々の記事は，
政府・都の人口謀関の原賠にもとるという皮肉な一面をのぞかせていた。

また，城東区大島町6丁目の練関対象者623世帯のうち 2カ月を経過した後に瞬間するのは

ようやく 100世帯であったことは，先の記事が単に町内会瞭開協力部の活動を持上げたばかりで

なく，世帯単位の蝶開が如何に閤難であったかを示したものでもあった。

そして，帝闇議会における政府の説明は「勧奨Jによるとし ょうのない状況を示してい

て興味深い。

人口疎開の対象を明確にしなければ， r唯勧奨ニ依ツテ疎開スルト云ヒマシテモ，実際之ヲ実
現ヲ見jレコトハ鴎難ナ事情ガアjレJ，また「強権ニ依ル人員疎開ト云ヒマスト，是ノ準備ガナケ

レパ強権ノ発動力「出来ナイヤウナ場合ガ実際アルト思ヒマスノデ，是等ノ点ニ付イテ政府ノ意見

ヲ承レパ結構ダト存ズjレjという寵井義道の質問に政府委員関空総本部次長唐沢俊樹は次のよう

に答弁した。

(強権の発動は)最後ノ拠リ所デアリマシテ出来得ルナラパ，一般ノ都市民ガ此ノ空襲必至

ノ現時局ヲ認識サレタ上ニ，各自ソレゾレ縁故先ヲ求メテ諜関サレルコトヲ希望スル……併シ

ナガラ時局は愈々急追シテ参リマスルシ，一方人ノ任意疎開ト云フコトハ各種ノ物質的，精神

的障碍ガ、アjレノデアリマシテ，果シテ政府予定ノ通リ完全ニ疎開シ得jレヤ否ヤト云フコトニ付

テハ，今予断ヲ許サナイヤウナ状況デアリマス…・

(人口謀関対象者の範屈は)個人ニ付キマシテハ左様 (12丹21日閣議決定 f都市疎開実施要綱j

の疎開対象者規定を指す一一逸見)ニ決メマシテモ，一方其ノ家庭内ニハ，其ノ醜関スベキ都

市ニ留マラナケレパナラナイヤウナ家族モアル場合モ相当アルト忠ビマス，サウスルト家族ト

分ツト云フ風ナコトニモナリマス，ソレハ日本ノ伝統的家族制度ニドウ去フ影響ヲ及ボ、スカ，

又其ノ点ハ仮ニ宜シト致シマシテモ，経済的ニ家庭ヲニツニ分ツト去フヤウナコトノ出来ナイ

場合モアルト去フヤウナコトニ想ヒ致1)マスト，中々実効ノアルヤウナ範部ヲ明瞭ニ決メルコ

トハ非常ニ閤難デプリマス，一応ノモノハ既ニ御承知ノ通リ定マツテ居1)マスカ、¥是デハ尚ホ

十分デアリマセヌカラ，更ニ具体的ニ決メテ行カナケレパナラヌト考ヘツ入尚ホ之ヲ明瞭ニ

決メマスjレコトガ非常二国難デ，其ノ点ハ非常ニ苦シンデ居リマスル……

( r第84帝国議会衆議院予算委員会第二分科(内務省及厚生省所管)会議録j第 1閤， 1944年
1月278，17貰)

向じ帝閣議会衆議院決算委員会で「ドレダケ一体政府ハ大都市ノ疎開ヲヤラウトスルノカ，家

屋ニ於テ伺芦，人口ニ於テ何人，サウ云フ大事ナ数ヲーツ御示シヲ顕ハヌト是ハ鴎ルコトヂヤナ

イカjと漬野清が迫ったのに対して，政府側は東京他回大地域で家麗20万戸以上の疎開を行なう

と答弁した(r第84回帝閣議会衆議院決算委員会議録』第3閤， 1944年2月18，64-65頁)。
演屈は重ねて「勧奨ニ依ツテ更ニ疎開スル毘透シト去フモノハ政府トシテドノ点マデ、持ツテ行

ケパ，八百万ト云フ大人口ガウズウズシテ居ル所ニ空襲ガ来タ前後ニ於ケル大混乱ヲ，根本的ニ

肪ギ得ルノカJと質したのに対し，上田誠一防空総本部総務局長の答弁は以下の如くであった。
…・・具体的にドノ都市ニ何万人ト云フコトヲ掴トシテハ考ヘテ居リマセヌ，又之ハ考ヘヤウ

ニ依ツテハ非常ニ難カシイ問題デアリマス，喰防空ダケノ見地カラ物ヲ見ルコトハ如何カト思

フノデアリマシテ，今日ノ段階ニ於テ戦争ヲ現実ニ遂行スル上ニ於テ，市モ防空的ニ強化サレ

ッ、ソレヲ遂符スル上ニ於テ，今臼ノ都市ノ構成ガ如何ナルモノデアjレベキカハ，自ラ別個ノ
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観点カラ周密ナル計算ノ下ニ立テラレルベキデアラウ・・

(関上66糞)

なおも喰いさがった演野に対する上田局長の答弁。

……此ノ人口疎関ノ目標ニ付キマシテハ，関家トシテハ何百万人ト云フ数字ハ未ダ決定シテ居

リマセヌ，私共ハ事務当局トシテ自襟ヲ以テ居リマシテ，此ノ目標ニ其イテ之ヲ実現スベク努

力ヲ致シマス，併シナガラ今其ノ数字ハ今此処デ府上ゲルベキ筋合ノモノデ、ハナカラウト存ジ

マスガ、故ニ，申上ゲナイノデアリマス

(向上66頁)

上記の質疑応答から内務省が人口疎開の推進についてどのように判断していたかを窺うことが

できる。それらを次のように整理できょう。

(1) r勧奨」による任意疎開策によっては人口練関は進展していない。
(2) r事務当局トシテノ呂榛jはあると雷明したが，軍需工場・x通施設周辺の肪火地帯設置の
ための家屋叡捜し・それに伴なう人口陳開以外の具体的目標を立てることは不可能である。

従って一般的人口疎開は「勧奨」によらざるを得ない。

内務省は臨路として家族制度の破壊と家計の負担増を挙げたが， r戦争ヲ現実ニ遂行スjレjと
いう論点を前面に掲げた答弁からは軍需工業労働者を確保するためには都市からの人口移動を考

える余地はないという点が明らかとなった。要するに計画は明示されなかったのである o

従って， r(政府が挙げた目標は)大都市ノ戸数全体カラ見マスト，非常ニ少ナイJr是スラ…
…予定ノ通リニ進行シ難キ状況デアルJr食糧ト都市ニ残ツテ居リマス所ノ人口トノ関係，
ガ治安ニ及ボス関係等ニ付テ明確ナル御答弁ヲ得ラレナカツタJ(金光庸夫，悶上， 67-68頁)
といった批判に対して，内務省はほとんど応える術をもたなかった。

内務省が計画を示し得なかったばかりでなく，都市住民もまた「疎開状況一つ見てもなんとい

ふのんびりした事だ，この建てつまった日本の都市に富弾を浴びせればどうなるだらうか声をか

らして疎開を叫ぼうにも一向に動かうとしない都会人の気持がわからないJ(r東部議司令部稲罷
参謀談Jr朝日新聞j1944年2月四日，夕刊)と寧が苛立つ状況にあった。事実2月15日に東京
都が実施した「疎開人員調査」の結果によれば，調査人員651万人のうち疎開を希望する者は78

万人で12%に過ぎなかった。 78万人の内訳は 4万人が年齢65歳以上の者， 31万人が国民学校初

等科児童・ 7歳未満の者， 43万人が一般的人口疎開対象者となっていた。この調査によれば，政

府が「勧奨jによる疎開を強く望みかつ最も鴎難だと考えていた一般的人口疎開対象者は総数

430万人に対し僅か10%が疎開を希望していたに過ぎ、なかった(r東京都人員疎開実情調査集計表j
『浅沼稲次郎文書・都議会関係審類 昭和19年1-7丹j所収，閤立国会圏書館憲政資料室蔵)。

6.一般的人口躍開政策の挫折と学童融関の具体化

1944年3月3臼，閣議は f一般疎開促進要項Jr帝都疎縄促進要目jを決定した。 f帝都疎開促
進要自Jは，古材再利用を考慮することなく 7月末日までに 5万5千戸の家屋を取致し， r強度
ノ促進ヲ図jレJと，閣議決定として初めて戸数と期限を明示した。

人口疎開については「受入体制ノ整備Jとして
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(1)府県別受入割当数の決定

(2)老幼者・要保護者の縁故による円|取りJの実施
(3)帰農計画の立案・実施

(4)疎開に伴なう配給体制の整備

等を定め， r輸送上ノ処置Jr家屋空間ノ供出強化Jr残留者ノ簡易生活化jを掲げた。
(r老幼者妊婦等疎開実施要綱ニ関スル件j閣議請議案添付， r公文類緊J第69編巻84)

31 

閣議決定に歪る経過は不明だが，その背祭には「敵米ノ早期決戦企図ト戦局ノ推移ニ鑑ミ特ニ

其ノ『マーシャjレJ侵襲及千島方面ニ対スル積樋企図等ニ関聯シ誼接帝国本土空襲ノ算極メテ増

大…...J(大本営睦軍部「緊急調土防衛措置要領(案)J1944年2月18日， r航空間係重要書類綴j
所収，防衛庁防衛研究所蔵)という憲の新たな空襲判断の形成がかかわっていたと考えてよい。

「緊急患土防衛措罷要領(案)J別冊「民防空強化方策J(障軍参謀本部第二課)は， r主要都
市ハ計画的ニ防空計画ヲ構成スルヲ基準トシ家屋ヲ除去シ之ニ応ズル人口ヲ疎散スJと， 400万
人以上の人口疎開を1944年中期までに実現することを計画した。陸軍が示した基準は下表のとお

りである。

現戸数 要除去家滋 上ニ応ズル人口

東 京 120万戸 40万戸 200万

機 j兵 20 6.6 33 

名古屋 25 8 40 

宇中 戸 20 6.6 33 

大 阪 60 20 100 

t号車番地区 現E重姿生産従事者以外全部

f麓 考 全都市ノ半部ヲさを(緑)地帯及道路トスルヲ標準ト

ス

⑧東京現在 全商穣573方粁

遂路~(縁)地約25%

この文替の「箪防空力ノ期待度Jにはこうある。
中空以下ノ数十機編隊ニ対シ現在ノ箪防空カヲ以テシテハ撃聾期待昼間ニ於テ十五一二0%，

夜間五一一0%前後ト判断ス

而シテ B-29ノ現出ニ伴フ高々度前空力ノ現況，数海上機動部隊ニ対スjレ帝国海軍内戦部掠

ノ現況ヲ以テスjレ攻撃効果ノ期待薄，更ニ中部太平洋，北東，支那方面ノ戦況推移ノ如何ニ依

リテハ吏ニ敵空襲ノ算多シ(圏点は逸見)

中空以下の撃墜期待の数字は何の根拠もなかったし， B 29撃襲可能な15cm高射砲が2門配置

をみたのは1945年5月のことであり，この時点での f攻撃効果」は「期待薄」どころではなかっ

た。

「先ツ軍関係者率先疎開疎散ヲ実行シテ官，都(市)民ヲ先導スjレト共ニ速カニ国家ノ強権ヲ

発動シテ防空強化ヲ強制スjと言ってみても，ここでは疎開は既に避難と変るところがなかった。

1943年末にはB29の性能はほぼ判明しており(前掲 f戦史叢書 本土防空作戦j196-199頁)，

この空襲判断は， B 29による米軍の本土空襲は避けがたく，しかも有効な対空戦は不可能であ

り敗北するという見通しを述べたものであった。
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そして，人口疎開にとってこれらふたつの箪の文書がもっていた重要な意味は次の二点である。

(1)家屋の取殺しについて数を示して目標としたのは人口疎開の新しい展開であったが， r受入
体制ノ整備jは依然として呉体的ではなかった。

(2)家屋の取毅しに伴なう人口疎開以外の人口疎開対象者を老幼者・要保護者に眼定し， r第三
次防空法」・前年12月21日閣議決定「都市疎開実施要綱」が掲げた一般的人口疎開については

言及するところがなかった。

「帝都疎開促進要目j以降，人口練開政策はもっぱら老幼者・要保護者の問題として具体化す

る。人口疎開は， r国家ノ強権ヲ発動シテ」一般的人口疎開策として呉体化したのではなく，む
しろ一般的人口疎開を放棄した結巣として展開したのである。

f京浜地域人員疎開の措置要領J(3丹9臼次官会議決定)は 3月3臼閣議決定を具体化し
たものである。この決定は，人口練開該当者を甲(建物疎開に伴なう者)，乙(老幼者・要保護者，

特に爵民学校初等科児童)，丙(甲・乙以外の者)に区分した。

乙疎開者は，r関空活動に支障となる慣れのある老人幼児や保護そ必要とするもの，特に学童(国
民学校初等科児童)の掠関がこれに入り，甲疎開者に次いで配慮されるJ(圏点は逸見)と規定
され，乙疎開者がほとんど閤民学校初等科児童を指していたことはいうまでもない。学童疎開は

縁故先への転出を原知とし 4月末臼までに希望を申請することとされた。同時に， r疎開の希
望はあるが縁故先がないために出来ない学章の集団疎開については目下考究中であるJ(r東京大
空襲・戦炎誌J第5巻， 673真)と，集毘疎開についても検討をしていることを明確に表明した。

学童集思疎開について初めて言及したのはこの次官会議決定である。

〈補註〉

『東京都戦災誌jは， r政府のこれが施策に先立ち，策京事担当局においては銃に18年の春ごろから老幼
の疎開勧奨問題とともにこの国民学校児童震を空襲から護るべき適切機敏なる措置の必婆を痛感して真剣に

兵体策を考慮しつつあった。この点に於て東京都は学重量疎開の積極的な指導者であった…J(217頁)と述

べているが，管Jj!，の限りこの記述を裏付ける史料は見出し難い。

以後，学童疎開は組織的に具体化していった。

まず，東京都は3丹10日「学童疎開奨励ニ関スル件jを発し，①保護者に対して縁故による疎

開の奨励，②養護学麗等の施設を利罵した練聞の実施，を指示した(r東京都戦災誌.1218頁)。
東京都の悶民学校初等科児童数日万人のうち縁故疎開に従ったものは 4丹1臼現在の調査で

は7万5千人(16%)であった(向上， 218-219真)。後者の措置は，養護学園・臨海学圏・中

等学校施設を転用し， 39カ所で 7千人を収容する戦時疎開学顕として具体化した(向上220頁)。

〈著書註〉

『都政選報j第49号 (1944年8月5臼)は「現在迄に三千余名の学童を収容しているJ(9頁)と述べ

ており，計画Ja':大穏に下回っていたことが解る。その関の事情は不明である。

帝国議会で内務大臣が「国民学校の集団蝶開は単に疎開といふー聞から見たらいいと，思われる

が影響するところ多いから沼下各方面と考究中であるjと説明したのは 3月228のことである。

5月31日東京都協力会議の席上で羽仁説子は次のように質問した。
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帝都が空襲に対して一糸乱れないために児童に対しての対策が必要である。労務給源確保の

上からも児童の集団疎開を希望したい。学童の集団疎開が都の議力で実行の端緒についてゐる

のは結構だが，現状は毎日相当の経費を必要とするので，集団疎開に参加する必要のある子ど

もたちは却って積極的に疎開しにくいやうだ。

これに対して都前衛局長・教育局課長らの説明では f学撃の集団謀関は目下のところ国の方針

が認めてゐないので都としては積極的にやることは出来ない。しかし都の心構へとしては十分の

用意が十分に出来てをり，政府に対しでも実行方を具申してゐるjと，方針を確定しているとい

う明確なものであったは朝日新聞J1944年 6月1臼)。

〈補設〉

~仁が指摘した f実行の端緒についてゐるj 集路線僚とは戦詩疎開学関のことであろう。戦時線開学闘

では保護者は 1カ月20ないし25円を負担しなければならず，応B軍人・戦死者遺家族子弟に認めた減額措

震も「任意疎開ノ趣旨ニ鑑ミ減額事例ハ綴メテ例外的扱トナスコトjになっていた(1944年5月1日「戦

時疎開学園ニ関スル件Jr東京都戦災誌j221頁)。

『東京都戦災誌jは r(戦時疎開学園は)限られた既存施設の利用によるもので多数者の要望
を満しきれぬ眼界があり，それならばどうせ実施する以上一歩前進して，集毘学童疎開を実施し

て，関東各県へこれを依頼し学童を安全な町村へ送りこみ，安心して勉学にいそしめるように積

械的な計画を樹てるべきであるとの声が都当事者特に教育局普脳部に強くなったJので，都独自

の計画を立案した (222貰)，と述べている。

都独自の計画とは「東京都国民学技児童集盟疎賠実施要織Jr東京都閤民学校児童集団蝶関実
施縮巨jである。以下に全文を掲げる。

「東京都国民学校克童集国疎開実施要綱J

1.要旨 東京都国民学校児童ノ疎開ヲ促進スル為縁故疎開ヲ一層勧奨スルノ外本要綱ニ基キ

勧奨ニ依jレ集団疎開ヲ実施スルモノトス

2.疎開セシムペキ児意 思ノ存スル地域ノ鵠民学校初等科3年以上6年迄ノ児童ニシテ親戚

縁故先等ニ疎開シ難キ者トス，右ノ内第一次疎開ハ20万人ト予定シ遂時之ヲ拡張スルモノト

ス

3.疎開先 疎開先ハ差当リ神奈川県ヲ除ク関東地方ノ各県，福島，新潟，長野，山梨，静岡

各県トス

4.疎開先ノ教育 (1)疎開先ノ教育ハ受入市町村立国民学校二於テ行フモノトシ己ムヲ得ザル

場合ハ宿舎其ノ他ニ於テモ之ヲ符フコトヲ得ルモノトス (2)疎開先ノ教育ニハ必要ナル教職

員ヲ都ヨリ附臆セシムルモノトス

5.疎開先ノ嶺舎 (1)宿舎ハ受入先ニ於テ之ヲ斡旋ス (2瀞ノ教職員及兜童ハ合宿ニ依リ家族

的ニ共同生活ヲ行フモノトス

6.事務ノ委託及経費負担 (1)教育及宿舎ニ関スル事務ハ都ヨリi疎開先ニ委託スルモノトシ之

ニ要スル経費ハ都ニ於テ負担ス (2)児章，教職員及教具，調度品等ノ鉄道輸送ニ要スル経費

ハ器療ニ於テ負担スルモノトス (3)児童ノ食費，衣服等自身ノ生活費ハ保護者負担トス 佃

シ事情ニ依リ減免スjレモノトシ其ノ費用ハ都ノ負担トス (4)其ノ他ノ経費ハ都ノ負担トス

(5)関康ハ児童ノ生活費並都ノ負担スル経費ニ対シ其ノ半額ヲ補助スルモノトス

7.監督都ハ必要ニ依リ都児童ノ教育ニ関シ視察指導ヲ行フコトヲ得ルモノトス
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f東京都国民学校児童集団疎開実施細目j

1.疎開児童ノ割合 (1)各諌開先県ノ受入得ラルベキ児童数ハ文部省及訪空総本部ニ於テ割当

テ都及関係県ニ通知スルモノトス (2)各疎開先県ニ対スル各思ノi疎開シ得ベキ兜童数ハ都ト

協議ノ上防空総本部及文部省ニ於テ割当テ之ヲ関係都，県，警視庁，農商省及運輸通信省ニ

通知スルモノトス (3)謀関先県ハ管内市町村ノ受入ルベキ児薫数ヲ割当テ之ヲ管内市町特及

都ニ通知シ昆防空総本部，文部省，農商省及運輪通信省ニ報告スルモノトス都ハ右割当通知

ヲ受ケタルトキハ直ニ之ヲ関係区及警視庁ニ通知スルモノトス (4)各区ハ前号ノ受入市町村

部当先輩数ニ基キ限内各校ノ予定疎開克童数及其ノ疎開先市町村ヲ各校ニ内示スルモノトス

2.練開児童ノ決定 (1)学校ハ保護者ノ出頭ヲ求メ集団疎開ヲ勧奨シ期日ヲ眼リ保護者ヨリ集

団謀関ノ申込ヲ為サシムルモノトス (2)学校ハ前号ノ疎開申込ヲ受ケタルトキハ病弱者，伝

染性疾患ヲ有スル者其ノ他集団生活ニ適セザル者ヲ調査シテ疎開セシムベキ児童ヲ鈴衡シ其

ノ数ヲ区ニ報告スルモノトス (3)区ハ学校制疎開申込数ヲ都ニ報告スjレモノトス

(f東京都戦災誌j223~224頁)

「疎衛実施要綱を作製するとともに，これにもとづき 4月l日付で、縁故疎開を行った者向名，

残留者冊名，うちおよそ集団疎開を希望する者伺名かといった調査資料をもとにして一応詳細な

実施縮自を作製し，これを 4月2日の国民学校長会議にかけるなど，積様的な疎開対策を進めたj

( r東京都戦災誌j222頁)との，時間的経過については多少不分明な説明はあるが，これらの文
書はおそらく公表されず，また案にとどまった。

政府の具体策が確定していないので都の独自計爾を立案したのだが，政府の方針が未縫定なま

まで他府県に疎開先を得るのは，これまた国難なことがらであったろう。「東京都国民学校児童

集団疎開実施細目jに明らかなように，独自計語といいながらも疎関先と受入人数の確定とは文

部省と防空総本部が決定することになっており，食糧・輸送開題等も政府の決定によることを前

提としているのであり，都が独自に他府祭への練関を実現することなどどだい不可能であった。

6月30B.盟議は内務・文部両大豆諸議「学章練開ノ促進ニ関スル件」を決定した。閣議への

請議は 6月28日，内務・文部両大臣連名だが，請議案は一部に防空総本部20行罫紙を用いており，

欄外に「責任者 訪空総本部総務島 撞原企画課長Jとある(r公文類緊』第68編巻74)。
上記のことは，学童疎開が内務省主導下で一般的人口疎開の一環として具体化したものである

ことを窺わせるが，今はこれ以上のことを判断する資料が得られない。

6月30臼閣議決定は.r学童諌開促進要綱Jと「帝都学童集詔蝶開実施要領jとから成っており，
(1).縁故疎開が困難な国民学校初等科第 3~6 学年の児童を集団練開させること. (2)重要都市にお

いても「帝都学童集団蝶開実施要領jに準じて学童疎開を実施することを定めた。原則は縁故疎

開だとしていたが，集団疎開による学童疎開の強力な推進を決定したものである。 8月から 9月

にかけて各地で集団疎開が実施に移された。

f東京都戦災誌Jは，防空総本部が f東京都教育局が計闘していた集団疎開計画をとり入れ，
これを国家的施策として実施することとし……J(224頁)と述べており，内容的に盟議決定と都

の「要繊Jr縮目jは酷似しているといってよい。しかし.r本件ノ実施ニ当リテハ，疎開・受入
両者ノ間ニ於テ共同肪衛ノ精神ニ基ク有機一体ノ協力ヲ為スモノトスJ(r学童疎開促進要綱J第
三項)との項目が付け加えられ，学童疎潤受入体制整備の条件を整えたことが決定的に異なって

いたのである。
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国民学校初等科児童の集団疎開の実施には， r東京都戦災誌Jが述べているような「教育局主
脳部Jの関与や，ロンドン空襲を踏まえた東部軍参謀長陸軍中将辰巳栄ーの東条英機への働きか

けも大きく作用した(rのびのび.11975年8月
帝盟議会において学童集団疎開に関し注目すべき議論があった。長野高ーは大路以下の如き費

問をしたのである。

(1)東京都圏民学校初等科児童総数約80万人を集団疎開させると，引率教員・その家族， r保育
ノ婦人jそ合わせると「大体政府当局ガ御考ヘニナツテ居ラレマスル数ニ梢3近イJ100万人
に達する。

(2)学童は蒲屈とリュックサックだけで移動ができ，輸送が簡単である。

(3)世帯単位ではないから「受入態勢ガ、極メテ容易」である。

(4)疎開準備は短時間ですむ。

(5)100万人の人口疎開は東京都の「食糧問題解決Jに好影響をもたらす。
(6)空いた700の校舎を工場・倉療等に利用できる。

(7)家族は安心して生産増強・防空活動に専念できる。

(理八十四F軍調高昭和十八年法律第九十号及東京都制中改正法律案委員会議録』第 I回， 1944年3

月22日， 23寅)

この発話には，波及効果のほどはおくとしても，国民学校初等科兜童の疎開は世帯単位の疎開，

あるいは一般的人口陳関より容易であるという考え方が示されていることが重要である。下各区

出身の長野の質問に対し，安藤内務大臣はr..・H ・全局的ニ私頬ル御向感ニ存ズル所デゴザイマス，
……集団疎開，Jltノ点ニ付キマシテハ単ニ疎開ト云フー闇カラ見マスレパ全ク御説ノ通リト存ジ

マスガ……臣下篤ト研究中Jと答え，間部長最文部大臣も r..・H ・強制的ニ集団疎開ヲサセルト云
フコトニ付テハ，サウ去フ意見モ相当ニアリマスケレドモ，我々トシテハマダソレヲ決行スル程

度マデハ達シテ居リマセヌJ(向上)と答え，敢えて斥けるという態度ではなかった。
長野は，疎開を希望する者は 9割で，集団疎開を希望する者は縁故陳開希望者に倍すると述べ，

「先生ヲ信頼シ，先生ニ御預ケヲシタイト去フ希望ガソコニ現ハレテ窟jレノデアリマスJ(同上)
と，教師が引率する集団疎開の意義を強調したことの意味は大きい。

国家権力は，学校と教師を介して子ども連を実によく捕捉していたことが，学童疎開を可能と

した最も基本的条件である。長野が「蝶開準備は短時間ですむJと述べたのは，荷物が少なくと
もよいというだけでなく，学校における教締から子どもへの f上意下達」構造は疎開を決定する

までに費す「勧奨jのための時間が少なくてすむということを意味していた。

既にみたように，一般的人口瞬間は「勧奨Jによっては思うような進展を示さなかった。一般
的人口疎開は，備えるためであったはずの空襲が現実化した時に初めて，しかも一気に麗関した。

東京都を併にとれば， 1944年11月I・5・78とB29による偵察飛行があり， 24日にはドゥリッ

トル空襲以来の空襲にみまわれ，この後急激な麗開をみせた。都民生局の資料によれば，東京都

の人口は， 1944年2月を基準とすれば， 1944年11月にはその82%，1945年2月には75%，同年5

月には50%，持年8月には30%に減少し， 650万人が254万人に減少したのである。減少した400

万人のなかには空襲による死者11万人を含み，むろん学童疎開者も含んでいる。区毎にみれば事

態は一層明瞭である。 1945年6月には赤坂・ 12%，牛込・ 14%，浅草・ 10%，本所・ 4%，深)11・

6 %，城東・ 5%にまで減少した(r東京都戦災誌J216-217頁)。
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〈補註〉

「学童疎開は，戦時施策としては，数少ない憶にあったもののひとつJという当時の東京都教育局長

生悦住求罵の回想(前掲『のびのびJ43頁)には，東京都の学蜜集団疎凋を本格的な空襲を蒙る前に実施

したという合意がある。生悦住は，樋口恵子が「学叢疎開の体験記録のむずかしさ」と記したところの死

去含む惨状も「間にあった」結果だと言うだろうか。東京都では確かにB29の空襲前に学童集団疎開を

実施したが，疎開実施議姿地域に指定していた八幡・若松・戸畑・小倉・門司各市が成都を基地とする

B 29の夜間空襲を受けたのは， 1944年6月16白であり，この臼の死者216人，重軽傷者376人，行方不明

者41人を記録した(日本の空襲編集委員会編『臼本の空襲』八，三省堂， 1980年， 374頁)。

また，沖縄から.の疎開船対馬丸が米海寧潜水鐙の雷撃により沈没し学重量767人が死亡したのは1944年8

月22日であった。

これらの事笑は，日本全体でみれば学重量集団疎痛の実施は“間に合わなかった"ことを意味する。

策京都についてみれば，疎開先における学童の死亡数を確かめることはできないが，学校単位では例え

ば浅草事区新堀霞民学校では， 1945年3月初日大空襲の際に，帰京した66人のうち 6人が，残留者のうち 7

人，合計13人が死亡したという事実を挙げることはできる(佐々木直賊?下谷浅草 小学校と児童の歴史i

私家叛， 1983年， 144-145頁)。空襲による死者は策京都で約11万人を数えるが，このなかに「憶にあったJ

はずの学童はどの位含まれているであろうか。残念ながら管見の限りこれら死亡者の年齢構成を知ること

はできない。学童疎開の対象から徐外した 1・2年生と残留児童の合計は60万人に達する。このなかには

縁故疎開に従った者も存在するはずだが，今は推定することも難しい。東京都にとどまった学童を仮に60

Jj人とすれば，このなかで空襲で死亡した者の数を確定することもまた関難である。

しかしながら，大阪市浪速区・大正区・天王寺区・降倍野区の戦災死者2498人のうち， 1 -10歳の者が

最も多く 308人，次いで11-20歳の者が多く 217人であり，それぞれに12.3%と8.6%を占めていたという

数字(遼脇明子「戦災仮埋葬遺体の処環についてj大阪市史編纂所『大阪の歴史J22， 1987年9月， 30~) 

は示唆的である。

一般的人口疎開は単なる避難として実現したに過ぎなかった。ところが学童疎開は，実態とし

ても当事者就中学童の観念としても「防空態勢の強化，帝国将来の愚前力埼養でありまして，帝

国学童の戦闘配置を示すものJ(大達茂雄「帝国学童の戦闘配置Jr都政週報』第48号， 1944年 7
月29B，3頁)であり得たのは，疎開の対象が富良学校初等科兜輩であり，疎開があくまでも「教

育政策Jとして実現したことによっていた。いわゆる民紡空が民衆を上から組織する過程に力を

注いだ民衆統合のー形態であったとすれば，子ども達はほとんど例外なく学校制度を通じ既に組

織され，統合されていたのである。


